
 

令和４年１月３１日 

政策経営部財政課 

 

令和４年度 都区財政調整について 

 

 

 令和４年度都区財政調整について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 令和４年度都区財政調整概要 

（１） 調整税等合計 １兆９，７９７億円 （前年度比 11.6％） 

（２） 交付金の総額(調整税等×55.1％＋精算分)Ａ １兆１，０９３億円 （  同   13.3％） 

（３） 基準財政収入額 B １兆２，３３５億円 （  同   1.7％） 

（４） 基準財政需要額 C ２兆２，８７４億円 （  同   6.8％） 

（５） 交付金(＝A) １兆１，０９３億円 （  同   13.3％） 

 ① 普通交付金（95％）（C－B） １兆  ５３９億円  

 ② 特別交付金（5％） ５５５億円  

 

２ 令和４年度都区財政調整の主な特徴 

（１） 交付金の総額は、企業収益の堅調な推移を背景にした市町村民税法人分の大幅な

増加により１兆１，０９３億円となり、前年度と比べ１，３０６億円、１３．３％

の増と３年ぶりに増加した。 

（２） 基準財政収入額は、基幹税目である特別区民税が雇用・所得環境の改善を反映し、

前年度と比べ２３２億円の増となったことなどにより、１兆２,３３５億円、前年

度と比べ２０８億円、１．７％の増となった。 

（３） 基準財政需要額は、学校諸室冷房設備整備経費やＧＩＧＡスクール構想による教

育用コンピュータ運用保守経費などの１０項目の新規算定や、放課後児童クラブ

事業費など１６項目の算定改善に加え、公共施設改築工事費の臨時的な算定など

により、２兆２，８７４億円となり、前年度と比べて１，４４８億円、６．８％

の増となった。 

 

３ 令和３年度都区財政調整の取扱い 

    当初算定時に３６３億円の算定残があったことに加え、市町村民税法人分の増

収等により調整税等が１，０７２億円の増となり、最終的な算定残は１，４３５

億円となった。このため、耐震診断支援等事業や災害時に避難所等となる公共施

設の改築需要などの防災・減災対策経費、中小企業関連資金融資あっせん事業（緊

急対策分）等について、１，４２１億円を普通交付金で追加交付し、１４億円を

特別交付金に加算する再調整を行う。 

 

４ その他 

    本件については、令和４年２月１日に開催予定の都区協議会で正式に合意され

る予定である。 
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（単位：百万円、％）
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＊ 端数処理の結果、縦横計が合わない場合がある。

令和４年度　　都　区　財　政　調　整　　（　フレーム対比　） （案）
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法 人 事 業 税 交 付 対 象 額
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配 当 割 交 付 金
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自 動 車 重 量 譲 与 税

航 空 機 燃 料 譲 与 税

森 林 環 境 譲 与 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金
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特 別 区 民 税 特 例 加 減 算 額
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特 別 交 付 金
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　参考　　財調財源と財調交付金の推移

（億円）

増減額 増減率 増減額 増減率 増減額 増減率 増減額 増減率 増減額 増減率

市町村民
税法人分

7,014 833 13.5% 7,150 137 1.9% 4,898 △ 2,253 △31.5% 5,848 950 19.4% 5,507 △ 341 △5.8%

固定資産
税

12,427 499 4.2% 12,852 425 3.4% 13,036 184 1.4% 13,063 27 0.2% 13,543 480 3.7%

２３区 10,682 919 9.4% 10,992 311 2.9% 9,874 △ 1,118 △10.2% 10,916 1,042 10.5% 11,093 178 1.6%

世田谷区 587 123 26.4% 565 △ 22 △3.7% 489 △ 77 △13.5% 598 109 22.3% 604 6 1.0%

※1 … 財調財源は、令和2年度までは決算額、令和3年度は再調整後の額、令和4年度は当初見込額

※2 … 23区交付金は、令和2年度までは決算額、令和3年度は再調整後の額、令和4年度は当初見込額

※3 … 世田谷区交付金は、令和2年度までは決算額、令和3年度は8次補正後予算額、令和4年度は当初予算額

※4 … 数値は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、増減額欄の数値が一致しない場合があります。

交
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源
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